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第２章 研究内容報告 

 

1．八草キャンパス 2 号館の 9 年間のエネルギー消費量分析と見える化ツールの改良 

 

(1) 研究概要 

八草キャンパス 2 号館は、2015 年 4 月の運用開始から 9 年以上が経過した。本研究では過去のエネル

ギー消費量の変化から、現状の課題と改善策を示すことを目的として、過去 9 年間のエネルギー消費量の

特性分析と、2015 年から運用されている BEMS 表示画面の改良を実施したためその内容を示す。 

建物全体の年間エネルギー消費量を比較するため、電力とガスの消費量を 1 次エネルギー換算して比

較を行った。電気、ガス共に 2016 年度に最高値を示し、2021 年以降コロナ規制緩和のため若干の増加が

見られたが、その後 2023 年には減少に転じている。系統別では室外機系とコンセント系が他系統と比べ 2

倍であり、近年上昇傾向にある。よって、コンセント系と室外機系を中心に調査を実施した。コンセント系に

は、室内機と全熱交換器の消費電力量が含まれており、それ以外は各階共用部のコンセントであるため、

増加の原因を特定するためには両者の消費電力量割合が重要となる。そこで、測定器を追加して調査を

行ったところ、コンセント系における室内機と全熱交換器の合計が 8 割程度を占めていることが分かった。

そこで、全熱交換器の運転状況を確認したところ、24 時間連続運転とそうでない箇所が混在していることが

わかり、仮に全館で必要時のみ運転に変更した場合の電力消費量の削減効果を検討した。試算結果では、

コンセント系消費電力量の約 20％の削減が可能であることが分かった。 

2号館で表示されている BEMSは、2016年よりエネルギー消費量を表示している。その後 2017、2019年

及び 2022 年にも表示内容の改善が行われているが、今年度は視認性と省エネ意識の向上を目指し、表

示内容の改良作業を行った。主な改良点は、現状は比較対象を最大値及び最小値としていたが、直近と

比較して省エネが実現できているのか不明であったため、改良版では目標値を設定することで現在の状況

を明確化し省エネへの意識をさらに高めた。また、スクロールサインを用いて 2 号館利用者の興味を引くよ

うにしたことと、表示するグラフを昨日・今日、先月・今月、直近 1 週間と様々な期間の情報を表示すること

に変更したことである。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3）主な使用機器 

・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号：42100282 

・固定資産登録品名：WEB サーバ搭載広域分散型・遠隔計測システム, 資産番号：41500444 

・固定資産登録品名：ワイヤレスクランプロガーLR8513，資産番号：41600572 

・固定資産登録品名：クランプオンパワーロガーPW3365-10，資産番号：41501291 

                  

 

 

2．インバータ・無限大母線系統での送電損失を考慮した最小の短絡容量比に関する検討 

 

(1) 研究概要 

近年，導入が進む太陽光発電や風力発電では一般に電流制御形インバータが使用されるため，それら

電源は電圧維持能力の観点では同期発電機を用いた火力発電などの在来型電源より劣る。また，これら

の電源は電力システム末端部に接続されることが多いため，これらが大量に連系された電力系統では電圧

変動や電圧安定性など電圧に係わる技術課題の生じることが懸念される。一方，短絡容量比（SCR）は電

力系統の電圧安定性面から見た強靱性を表す指標である。 

本研究では，1 機無限大母線系統を対象として，SCR の最小値の面から送電損失を含む送電特性の分

析を行い，それらの関係式を導出した。すなわち，皮相電力―電圧曲線および有効電力―電圧曲線のノ

ーズに対応する SCR を評価するとともに，SCR と送電損失の間の関係を明らかとした。その結果によれば，

SCR は電圧安定性の観点からは 1～2 にマージンを加えた値以上とする必要があるが，配電線で送電損

失率を 5～10%以下とするには SCR をさらに大きな値とする必要のあることが明らかとなった。 
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(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000705 
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3. 電力系統の経済負荷配分制御の特性改善 

 

(1) 研究概要 

地球温暖化問題の対策として，太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー（再エネ）が増加し

ている。再エネ電源の出力は変動が著しく正確な予測が困難なため，その増加に伴い電力システムの需

給バランス維持が難しくなる恐れがある。このため，電力システムの需給制御システムのうち，変動周期十

数分以上の変動を対象とする経済負荷配分制御（EDC：Economic load Dispatching Control）の重要性が

増している。これまでの解析によれば，EDC では変動周期数十分の変動が卓越し，これが需給制御の性

能を低下させることが分かっている。 

本研究では，電気学会が開発した「需給・周波数シミュレーションモデル（AGC30）」を用いて，電力系統

への再エネ電源の大量導入に備え，需給制御の性能向上へ向けて，EDC 内の制御パラメータの 1 つであ

る低域通過フィルタの時定数に着目し，それが発電機の出力変動および需給制御の性能に与える影響に

ついて，応動の遅い石炭焚火力発電が EDC 対象機として出力変動を分担する場合の検討を行った。そ

の結果，EDC 内のフィルタ時定数を 300 秒とすることで，石炭焚火力発電の出力変動を抑えられることに

加え，需給制御全体の性能も向上することを明らかとした。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000841 

・固定資産登録品名：パソコン，資産番号 42200494 

 

 

4. 都心地下街におけるフリースペースの利用実態に関する研究  

 

(1) 研究概要 

オフィスや近年増加するマンションが密集する都心部の地下街は、ワーカーやマンションの住人にとって

充実すべき都市空間と言える。武田は、地下街にワークスペース専用空間のニーズがあることや地下街の

カフェを利用する際に利用客が最も重要視する要素として、「地上の気象要因（暑さ、寒さ、湿度）からの回

避」、次に「地下鉄改札と地上目的地との移動動線上（利便性）」であることを明らかにしている 1)。悪天候

に左右されず、空気調和された空間快適性を確保できるのが地下街のメリットであるが、ワーカーや買い物

客等が昼、夕方等の同じ時間帯に利用が集中し、カフェや飲食店だけでは休憩や仕事利用できる空間が

足りていないのではないかと考える。そこで、本研究では、都心部の地下街において、様々な目的で自由

に利用することのできるフリースペースの必要性を考察することを目的として、フリースペース利用者の利用

行動を観察調査し、利用実態を把握した。 

地下街におけるフリースペースの必要性について考察するため、フリースペースの利用者数及び利用

行動による利用実態と近接するカフェの混雑状況を観察調査した。本調査により明らかになった点を以下

に示す。 

1) フリースペースと近接するカフェに人が増え始める時間帯は同じである。 

2) 社会人の利用は休日より平日の方が多い。 

3) 平日に多い社会人の飲食率は、飲食禁止のベンチ席より飲食可能なカフェ側のテーブル席の方

が約 4 倍高いが、飲食禁止のスペースを利用している者もおり、飲食可能なスペースの不足と必要性が示

された。 

4) 地上の気温が高くなる夏季は、地下街に人が集まりやすくなり、地上の気温が涼しくなる秋季に

は地上で過ごす人が増えるため、地上部の公園と地下街で利用者が分散され、地下街のフリースペース
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の利用者数は減少する。 

引用文献 

1) 武田美恵:地下街におけるワークスペースと生活利便施設のニーズに関する研究－名古屋市中

区栄セントラルパーク地下街を対象として－.日本インテリア学会論文報告集 34 号,pp.15-

22,2024.3 

 

(2) 研究内容報告 
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5．系統連系時における単相 Virtual Oscillator Control インバータの制御手法の開発 

 

(1) 研究概要 

近年，風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーによる発電が増加しているが，これらはインバ

ータを介して系統に接続するのが一般的である。一方，従来のインバータ電源は電流制御であるため，系

統に連系される従来のインバータ電源が増加し，同期発電機が減少すると，電圧維持能力の低下，慣性

の減少などにより，電力系統が不安定になる恐れがある。Grid-Formingインバータはこのような電力系統の

変化に対応できるインバータの方式として注目されている。 

本研究では，Grid-Forming インバータに一種である Virtual Oscillator Control (VOC) インバータ（以下

VOC）を対象とした。渡辺らは三相の VOC にフィードバック制御を組み込むことにより，VOC を安定化す

る方法を提案している。VOC を安定化することを提案している。しかし，その手法は三相の VOC を対象と

しているため，単相の VOC には適用できない。本研究では，単相 VOC の電圧・電流を安定化させるため
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に，それらをヒルベルト変換し瞬時複素ベクトルを求め d-q 変換することにより，その電圧・電流を安定化す

る制御方法を提案し，その妥当性を示した。また VOC 単体では不安定となるパラメータであっても，VOC

の外部制御回路により電流を制御することで，電流・電圧を安定化させることのできる場合があることが明ら

かとなった。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000477 

  

 

 6．カーボンニュートラルに向けたエネルギー貯蔵材料向けの高密度多孔質炭素の開発 

 

(1) 研究概要 

  多孔質炭素は、微細な孔を多数有する炭素材料であり、高い比表面積や化学的安定性を特長としてい

る。これらの特性により、多孔質炭素は吸着剤、触媒担体、電極材料など、幅広い応用分野において注目

されている。その代表例として、古くから使用されてきた活性炭が挙げられる。活性炭は、天然素材や合成

高分子を原料とし、熱処理や化学処理によって細孔構造が形成された多孔質炭素である。活性炭の細孔

は、吸着性能に優れ、ガスや有機物の除去、水処理、さらにはエネルギー貯蔵デバイスにおける電極材料

としての利用が進んでいる。しかし活性炭の合成には賦活操作が必要であり、高表面積化のためには炭化

した原料の粉砕が必要不可欠である。さらに、電気エネルギー貯蔵材料として利用する場合、導電性に乏

しいバインダーを用いて粉末状の活性炭を成型する必要があり、バインダーの使用は電極抵抗の低下を

招く。 

2024 年度において、我々はセルロースをはじめ、蟹や海老などの甲殻類の殻の主成分であるキチンな

どのバイオマス材料が圧縮するだけで成形できる特徴を利用し、高密度な多孔質炭素の合成に取り組ん

だ。この合成では、バイオマス材料を圧縮して炭化するだけで、圧縮成型後の構造を維持しながらも、高密

度化された多孔質炭素を得ることができる。この手法では賦活が不要であるが、それはセルロースやキチン

が炭化のみの操作によって細孔を形成するからである。つまり、これらのバイオマス材料は炭化過程で分

解ガスを放出しながら細孔を形成し、収縮は伴うものの、バイオマスの圧縮直後の構造を維持しながら高密

度化された多孔質炭素に変換される。高密度化された多孔質炭素は、バインダーを用いる成型操作が不

要であるため、バインダーを用いて得られる電極の約 100 倍もの高い電気伝導率を示すことが明らかにな

った。セルロースを用いた高密度化された多孔質炭素は、ミクロ孔と呼ばれる 2 ナノメートル以下の細孔の

みを有するため、体積あたりの吸着量に優れる。したがって燃料電池の燃料となる水素の貯蔵剤として、高

表面積を有する活性炭よりも大きな体積あたりの水素貯蔵量を示すことが分かった。一方でキチンを原料と

した高密度多孔質炭素は、ミクロ孔に加えて、メソ孔と呼ばれる 2 から 50 ナノメートルの細孔を有する。ミク

ロ孔は細孔径が小さいため、細孔内でのガス分子やイオンの拡散抵抗が大きいが、より大きなメソ孔が存

在することによって、拡散抵抗を大幅に低減することができる。したがって、イオンの吸脱着を充放電機構と

する電気二重層キャパシタの電極材料に優れる。さらに高密度化されたキチン由来多孔質炭素は、単位

体積あたりの高い容量を得ることができるため、市販の電気二重層キャパシタ電極に用いられる活性炭と

同等の性能を示すことが分かった。 
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(2) 研究内容報告 
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7．北陸地方 Y 風力発電所における冬季落雷観測結果および-10℃層高度との関係 

 

(1) 研究概要 

今日再生可能エネルギーなどの CO2 排出の少ない発電が注目されている。その一つに風力発電があ

り、我が国では風況の良い日本海沿岸地域に多くの風車が設置されている。一方、日本海沿岸地域は冬

季雷の多発地域であり、落雷による風車への被害も多く発生している。 

 そのため、風力発電運用においては適切な雷保護対策を風車に施す必要がある。雷保護の観点から風
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車への落雷状況を把握するために北陸地方 Y 風力発電所での 2011 年～2017 年までの 7 年間の落雷電

流観測結果および雷放電活動に大きく関係しているとされている-10℃層高度との関係について検討した。

なお、Y 風力発電所は富山県稲葉山の山頂付近（標高約 350ｍ）にあり、3 基の風車で構成されている。そ

して落雷観測は一番南に設置されている 1 号機を対象に実施した。 

2011 年から 2017 年までの 7 年間に合計 72 例の落雷電流を観測できた。そのうち 1 例は 8 月に観測し、

その他 71 例は 11 月から 3 月までの冬季の 5 カ月間に観測した。今後この 71 例についての検討を行っ

た。 

極性別の観測数では正極性が 17 例、負極性が 41 例、両極性が 13 例であった。負極性落雷が 58 %と半

数以上あるが、正極性が約 1/4 の 24 %、両極性が約 1/5 の 18 %あった。 

観測で得られた落雷電流の最大電流値の累積頻度 50%値は、正極性、負極性、両極性でそれぞれ

6.33kA、 5.5kA、 6.97kA となった。そして最大の電流値は負極性で 40.95kA であった。累積頻度分布を

全体でみると、いずれの極性においても同じような分布傾向がみられたが、正極性の落雷は他と比べ若干

最大電流値が大きい傾向があった。 

電気量の累積頻度 50%値は正極性、負極性、両極性でそれぞれ 48.9C、 38.53C、 99.03C で、両極性の

落雷は他の 2 つの極性の落雷に比べ約 2 倍であった。本観測での最大の電気量は正極性の 233.44C で

あった。累積頻度分布を全体でみると両極性が他 2 つの極性に比べ右寄りになっており電気量が大きい

傾向を示している。また、正極性は負極性に比べ若干、電気量が大きい傾向があった。そして 100Cを超え

る落雷を 16 回(22%)観測しており、継続時間の長い冬季雷の特徴が関係していると考える。 

落雷と-10℃層高度との関係については、観測で得られた落雷の最大電流値と電気量について極性毎の

落雷の規模及び－10℃層高度との比較を行った。なお落雷時の稲葉山上空の-10℃層高度は観測地点

に近い気象庁の輪島特別地域気象観測所の観測データより推定した。 

今回、落雷が観測できた時の-10℃層高度は 1000～3500m の間のみであった。そして 2500～3000m の時

が一番多かった。また、極性毎の－10℃層高度をみると負極性、両極性の落雷は－10℃層高度が 1000～

3500m の間に散らばっていた。一方、正極性落雷については 2000m より高い高度の時しかなかった。 

 

最大電流値と－10℃層高度との関係においては、最大電流値が大きい落雷(20kA 以上)では、正極性は-

10℃層高度による違いはほとんどなかったが、負極性、両極性は－10℃層高度が低い場合しかなかった。

電気量と－10℃層高度関係においては、100C 以下の落雷は－10℃層高度が 1000～3000m の間に散ら

ばっているが、150C 以上の落雷に関しては電気量が大きくなるにつれ－10℃層高度も高くなっている傾

向が判明した。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号：42300459 

・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号：42400532 

   

 

 

8.  再生可能エネルギーによる発電装置を導入した電動発電機に関する研究  

 

(1) 研究概要 

近年，カーボンニュートラルの実現に向けて，再生可能エネルギーに関する研究および発電効率向上

に関して開発が進められている。しかし，再生可能エネルギーを利用した分散型電源は慣性力を保持して

おらず，電源の硬直化による大規模な電源脱落の発生時，周波数の低下により大規模な停電に至るリスク

がある。そのため，分散型電源に擬似的な慣性力を持たせる検討がなされている。その研究の一つに電動

発電機（MGセット）について提案がなされている。本論文ではMGセットに注目し，再生可能エネルギーが

導入された系統における MG セットの効果について，以下の項目について実験的検討し成果を得た。 

 (1)PV 電源使用時の MG セットの動特性 

MG セットを導入した系統に対して，PV 電源使用時であっても，通常の回転系発電機同様の挙動を示す

のか検討を行った。その結果，三相電源を用いた場合の挙動と同様の結果を示すことができ，PV 電源を

用いた系統は，通常の回転系発電機同様の挙動を示すことが確認できた。 

(2)MG セット有無による慣性力の検討 

電源として PV を使用し，PCS から直接負荷に接続した場合と，PCS と負荷の間に MG セットを導入した場

合の比較を行い，MG セットの導入により，通常太陽光発電のシステムのような分散型電源は持っていない

慣性力を有するか検討を行った。その結果，負荷変動による突入電流の発生を抑制し，PCS の波形を改

善することが確認できた。また，PV 出力の急激な電圧変動を抑制できた。このことから，MG セットを導入す

ることによる，慣性力による安定度の向上を確認できた。 

(3)PV 電源と蓄電池の併用による検討 

MG セットを導入した系統に対し，給電を太陽光発電装置と蓄電池の併用により行った際の検討を行った。

その結果，PV の電力不足分を補い，安定した電力を供給することが確認できた。このため，蓄電装置の導

入を行い，併用していくことが必要不可欠であることが確認できた。。 

 



40 
 

(2) 研究内容報告   
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3）主な使用機器 

・固定資産登録品名：高速バイポーラ電源, 資産番号：41601066 

・固定資産登録品名：パワーアナライザ装置一式， 資産番号：42100727 

・固定資産登録品名：デジタルオシロスコープ，資産番号：42200624 

・固定資産登録品名：高効率システム電源ブースタ，資産番号：41501160 

 

 

9. 環境要因における送配電線用非接触センサー出力低下についての検討  

 

(1) 研究概要 

本研究は，送電線の設備点検業務の安全性向上に関する研究であり，具体的には，送電線用故障評

定システムと高圧負荷開閉器投入確認装置の開発を実施するものである。 

まず，送電線用故障評定システム（FLS）は送電線に落雷故障や断線故障などが発生した場合，故障位

置を判別する機器である。通常，鉄塔の上部に設置されまるが，設置状況の経年劣化により，粉塵や雨に

より検出センサーが汚れると故障位置の判定が低下してくることが報告されている。この検出センサーの汚

損を無くすために，現状は定期的な清掃を実施しており，経済的にも人材的にも難しい状況にある。そこで，

この検出センサーに関して，メンテナンス作業を軽減するとともに，故障発生時における判定精度を維持で

きるようにできれば，これまで以上に電力品質の確保や電力の安定供給に貢献できる。 

そこで本研究では，汚損に強い検出センサーの開発ならびに改良を主眼として研究を実施する。特に

センサーは，静電容量を検出する手法を用いているため，汚損を軽減するための技術として，光触媒や汚
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損を少なくする塗料をセンサー上部に塗布する手法が考えられる。しかし，この光触媒などを用いた際に，

センサーの故障検出感度にも影響を与えることが懸念される。 

 本研究では，実際に送電線に設置されるセンサーを用いて，汚損に強く，検出感度を向上させる装置

の開発を実施した。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：デジタルオシロスコープ RTA 特別パッケージ, 資産番号：41900829 

・固定資産登録品名：送風試験機, 資産番号：40601092  

 

 

 

10. 地域マイクログリッドにおける配電系統の電圧解析に関する研究 

 

(1) 研究概要 

 本研究では日の出地区に地域マイクログリッドを構築することを目的とし，連系モデル，自立モデルの負

荷変動に対する潮流計算と自立モデル時の EVT を用いた地絡故障をシミュレーションで行った。 

潮流計算でのシミュレーションでの結果と標準電圧の電圧変動を比べると自立モデルと連系モデル共に電

圧が安定していることが分かった。また自立モデルの電圧変動ではフェランチ効果が原因で電圧上昇が起

こった。そして自立モデルの有効電力，無効電力をシミュレーションし，皮相電力を求めることから蓄電池

の容量を超過しないことが確認できた。 

地絡検出では対地静電容量が小さくなるため地絡電流が小さくなると予想し，零相電圧から地絡事故を検

知する EVT を用いたシミュレーションを行った。シミュレーションの結果から EVT を用いることで地絡事故

を検知するできることを確認できた。 

今回は潮流計算，地絡検出という地域マイクログリッドを構築する上で必要不可欠な検討をシミュレーショ

ンして行った。シミュレーション上ではどちらも構築する上で問題ないと判断できた。 

考える。 
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(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：風力発電システム用パワーコンディショナー, 資産番号：417013464 

・固定資産登録品名：スコープコーダ，資産番号：42001087 

・固定資産登録品名：クランプオンプローブ 3274，資産番号：42000608 

・固定資産登録品名：電源品質アナライザ，資産番号：41100960 

 

 

11. 直流システムにおけるアーク故障検出アルゴリズムの開発に関する研究  

 

(1) 研究概要 

近年，電気設備や配線を原因とする火災，いわゆる電気火災の発生件数が増加している。中でも，
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太陽光発電システムなど直流電路における事故が深刻な問題となっている。これは，交流では電流

が周期的にゼロになるため，アークが発生しても自然に消滅しやすいが，直流では電流が途切れな

いためアークが持続しやすく，火災リスクが高まることに起因する。直流給電システムなど直流の

利用が拡大する中，安全な電力利用のためにはアーク放電の検出技術が不可欠となる。直流回路に

おいてアークが発生すると，高周波成分を含む電流が重畳することが知られているが，一方で，回

路に接続されたインバータなどのスイッチング機器から発生するノイズが検出を困難にするとい

う報告もある。 

 これまでは，直流電路におけるノイズの特性を明らかにするため，まず電源の種類ごとのノイズ

の違いを調査してきた。その結果，スイッチング電源が最もノイズを多く発生させ，次に整流平滑

電源，最も少ないのが太陽光パネル電源であることがわかった。また，太陽光パネルにパワーコン

ディショナを接続すると，そのスイッチングノイズが電路に重畳することも確認された。続いて，

アーク放電による信号の変化を調べるため，電圧と電流条件を一定に保った実験をスイッチング電

源で行った。結果，アーク放電時には非発生時に比べて顕著なノイズが観測され，特に特定の周波

数帯において強いノイズが生じることが分かった。また，発生距離によって高周波成分（特に MHz

帯域）のノイズの大きさも変化する傾向が見られた。これらの結果から，アーク放電時には直流電

路に特徴的なノイズが重畳し，その周波数特性や距離依存性に関する知見が得られた。これに基づ

き，アーク発生を検知するための装置の開発が可能となった。 

 本研究では，アークの発生を検出するだけでなく，アークの発生箇所の特定を目指し，アーク故

障検知回路，アーク故障検出信号生成回路，アーク故障検出アルゴリズムを開発した。具体的には，

アーク発生時に直流電路に重畳したノイズを，電流センサによって取得し，検知回路に入力する。

検知回路は入力された信号を処理することにより，アーク発生の有無を検知する信号とアークの発

生した位置を推定するための信号とを生成する。これらの生成された信号をアーク故障検出アルゴ

リズムにより解析することによって，アーク故障の発生，および，アーク発生点と電流センサの位

置がどの程度離れているかを判別することが可能となった。 

 

(2) 研究内容報告 
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（3）主な使用機器 

・固定資産登録品名：プログラマブル直流電源 VP600-2.5R-3, 資産番号：42300507 
・固定資産登録品名：模擬配電系統設備 PV ジェネレータ（１２），資産番号：41201423 
・固定資産登録品名：パワーコンディショナ評価システム，資産番号：41801216 
・固定資産登録品名：大容量電源・電子負荷装置，資産番号：40700444 
・固定資産登録品名：電流プローブ(横河計測 型番:701933)，資産番号：42400301 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




